
原子力規制委員会原子力規制庁

長官官房技術基盤グループ放射線・廃棄物研究部門

令和５年度廃棄物埋設坑道の掘削影響領域を評
価するための力学水理連成試験機の改良等に係
る一般競争入札説明書

入 札 心 得

予 算 決 算 及 び 会 計 令 （ 抜 粋 ）

仕 様 書

電子入札案件の書面入札参加様式

入 札 書 様 式

入 札 説 明 書

委 任 状 様 式

入 札 適 合 条 件

〔全省庁共通電子調達システム対応〕

契 約 書 （ 案 ）

令和５年１０月
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１．競争入札に付する事項                                                              

(1)

(2)契約期間

(3)納入場所

仕様書による。

(4)入札方法

２．競争参加資格

(1)

(2) 予決令第７１条の規定に該当しない者であること。　

(3)

(4)

(5)

入　札　説　明　書

契約締結日から令和６年３月２９日まで

(令和５年１０月３１日付け

原 子 力 規 制 委 員 会 原 子 力 規 制 庁

長 官 官 房 技 術 基 盤 グ ル ー プ

放 射 線 ・ 廃 棄 物 研 究 部 門

 なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。

 予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第７０条の規定に該当しない者である
こと。

件名

 原子力規制委員会から指名停止措置が講じられている期間中の者ではないこと。

記

原子力規制委員会原子力規制庁の役務の調達に係る入札公告

令和５年度廃棄物埋設坑道の掘削影響領域を評価するための力学水理連成試験機の改良等

公告）に基づく入札については、関係法令、原子力規制委員会原子力規制庁入札心得及び電子調
達システムを利用する場合における「電子調達システム利用規約」
（https://www.geps.go.jp/sites/bizportal/files/riyoukiyaku.pdf）に定めるもののほか下記
に定めるところによる。

　 入札金額は、総価で行う。
   なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０パーセントに相
 当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切捨
 てた金額とする。）をもって落札価格とするので、入札者は消費税及び地方消費税に係る課
 税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に
 相当する金額を入札書に記載すること。

 令和０４・０５・０６年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の
「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされている者であること。

 入札説明書において示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約できる者であること。
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３．入札者に求められる義務等

４．入札説明会の日時及び場所

 入札説明会は開催しない

５．適合証明書の受領期限及び提出場所

(1) 受領期限

令和５年１１月２２日（水）１２時００分

(2) 提出場所

〒106-8450  東京都港区六本木一丁目９番９号　六本木ファーストビル１６階

原子力規制委員会原子力規制庁　長官官房技術基盤グループ 　技術基盤課契約係

(3) 提出方法

  イ．書面で参加する場合

(4) その他

６．競争執行の日時、場所等

(1) 入札・開札の日時及び場所

日時：令和５年１２月１２日（火）１３時３０分

場所：原子力規制委員会原子力規制庁  六本木ファーストビル１８階入札会議室

(2) 入札書の提出方法

　電子調達システムで参加する場合は、(1)の期限までに同システム上で適合証明書を提
出すること（同システムのデータ上限は１０ＭＢまで）。

 ア．電子調達システムによる入札の場合

６．(1)の日時までに同システムにより入札を行うものとする。

  審査の結果は令和５年１２月８日（金）までに電子調達システムで通知する。書面によ
り入札に参加する者へは、書面で通知する。（審査結果通知書）

    この一般競争に参加を希望する者は、原子力規制委員会原子力規制庁の交付する仕様書に基
  づき適合証明書を作成し、適合証明書の受領期限内に提出しなければならない。
    また、支出負担行為担当官等から当該書類に関して説明を求められた場合は、それに応じな
  ければならない。
　  なお、提出された適合証明書は原子力規制委員会原子力規制庁において審査するものとし、
  審査の結果、採用できると判断した証明書を提出した者のみ入札に参加できるものとする。

　書面で参加する場合は（１）の期限までに原子力規制委員会原子力規制庁入札心得に定
める様式２による書面入札届と合わせて提出すること。
　提出方法は持参、郵送または電子メールによるものとする。郵送の場合は確実に届くよ
う、配達証明等で送付すること。
　電子メールで送付する場合には、１５．（２）の本件に関する照会先に送付すること。
なお、容量が１０ＭＢを超過する場合は、分割して提出すること。
　また、原子力規制庁到着時刻をもって提出期限の判断を行うこととなるため、余裕を
もって提出すること。期限を超えた場合には理由を問わず入札に参加することはできな
い。

入札書の提出は以下の方法のみであり、メール等その他の方法による提出は認めない。

  ア．電子調達システムで参加する場合
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  入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができない。

(3)入札の無効

７．落札者の決定方法

８．その他の事項は、原子力規制委員会原子力規制庁入札心得の定めるところにより実施する。

９．入札保証金及び契約保証金  全額免除

10．契約書の作成の要否  要

11．契約条項    契約書（案）による。

12．支払の条件  契約書（案）による。

13．契約手続において使用する言語及び通貨

 日本語及び日本国通貨に限る。

14．契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の名称及び所在地

 支出負担行為担当官　原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官　小林　雅彦

 〒106-8450　東京都港区六本木一丁目９番９号

15．その他

(1)

(2)  本件に関する照会先

質問は、電話又はメールにて受け付ける。

担当：原子力規制委員会原子力規制庁

長官官房技術基盤グループ放射線・廃棄物研究部門　　市耒　高彦

ＴＥＬ： ０３－５１１４－２２２５

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：nra_houhai_shobun@nra.go.jp

　原子力規制委員会原子力規制庁入札心得に定める様式２による書面を５．(1)の日時ま
でに提出済みであること。
　また、原子力規制委員会原子力規制庁入札心得に定める様式１による入札書を６．(1)
の日時及び場所に持参すること。なお、入札書の日付けは、入札日を記入すること。

　 入札公告に示した競争参加資格のない者による入札及び入札に関する条件に違反した入札
　は無効とする。

　  支出負担行為担当官が採用できると判断した適合証明書を提出した入札者であって予決令第
  ７９条の規定に基づき作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行
  った者を落札者とする。ただし、落札者となるべき者の入札額によっては、その者により当該
  契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を
  締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認め
  られるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札をした他の者のうち、最低の価格
  をもって入札した者を落札者とすることがある。

(3) 電子調達システムの操作及び障害発生時の問い合わせ先
　 政府電子調達システム（GEPS）
　 ホームページアドレス　https://www.geps.go.jp
　 ヘルプデスク　０５７０－０００－６８３（ナビダイヤル）
　 受付時間　平日９時００分～１７時３０分

 イ．書面による入札の場合

  競争参加者は、提出した証明書等について説明を求められた場合は、自己の責任におい
て、速やかに書面をもって説明しなければならない。
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※入札参加に当たり、必要に応じて上記資料について所定の手続を経て原子力規制庁内で
閲覧することを可能とする。資料閲覧を希望する者は、上記(2)の連絡先にあらかじめ連
絡の上、訪問日時及び閲覧希望資料を調整すること。ただし、コピー、写真撮影等の行為
は禁止する。また、閲覧を希望する資料であっても、本業務における情報セキュリティ保
護等の観点から、提示できない場合もある。

(4) 入札に参加するに当たり参照できる資料等に関する情報
　・令和２年度原子力規制庁請負成果報告書 岩盤の力学状態と水理特性評価のための
　　連成試験機等の設計製作
　・令和３年度原子力規制庁請負成果報告書 岩盤の力学状態と水理特性評価のための
　　連成試験機等の設計製作
　・連成試験機の運転マニュアル
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（別　紙）

１．趣旨

２．入札説明書等

（２）入札者は、前項の書類について疑義があるときは、関係職員に説明を求めることができる。

３．入札保証金及び契約保証金

４．入札書の書式等

５．入札金額の記載

６．入札書の提出

（３）電子調達システムにより入札する場合は、同システムに定める手続に従い、入札日時まで
   に入札書を提出すること。通信状況により提出期限内に電子調達システムに入札書が到着しな
   い場合があるので、時間的余裕をもって行うこと。

（２）書面による入札書は、封筒に入れ封かんし、かつその封皮に氏名（法人の場合はその名称

（１）入札書を提出する場合は、入札説明書において示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約の
   上提出すること。なお、書面により入札する場合は、誓約事項に誓約する旨を入札書に明記す
   ることとし、電子調達システムにより入札した場合は、当面の間、誓約事項に誓約したものと
   して取り扱うこととする。

（３）入札者は、入札後、（１）の書類についての不明を理由として異議を申し立てることがで
    きない。

  　環境省競争参加資格（全省庁統一資格）を保有する者の入札保証金及び契約保証金は、全額
  免除する。

  　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０パーセントに相当する額
  を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額と
  する。）をもって落札価格とするので、入札者は消費税に係る課税事業者であるか免税事業者
  であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載す
  ること。

又は商号）、宛名（支出負担行為担当官原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官殿と記
載）及び「令和５年１２月１２日開札［令和５年度廃棄物埋設坑道の掘削影響領域を評価する
ための力学水理連成試験機の改良等］の入札書在中」と朱書きして、入札日時までに提出する
こと。

原子力規制委員会原子力規制庁入札心得

  　入札者は、様式１による入札書を提出しなければならない。ただし、電子調達システムによ
  り入札書を提出する場合は、同システムに定めるところによるものとする。
　　なお、入札説明書において「電子調達システムにより入札書を提出すること。」と指定され
　ている入札において、様式１による入札書の提出を希望する場合は、様式２による書面を作成
　し、入札説明書で指定された日時までに提出しなければならない。

  　原子力規制委員会原子力規制庁の所掌する契約（工事に係るものを除く。）に係る一般競争
  又は指名競争（以下「競争」という。）を行う場合において、入札者が知り、かつ遵守しなけ
  ればならない事項は、法令に定めるもののほか、この心得に定めるものとする。

（１）入札者は、入札説明書及びこれに添付される仕様書、契約書案、その他の関係資料を熟読
    のうえ入札しなければならない。
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７．代理人等（代理人又は復代理人）による入札及び開札の立会い

８．代理人の制限

９．条件付の入札

10．入札の無効

      次の各項目の一に該当する入札は、無効とする。

    ①　競争に参加する資格を有しない者による入札

    ②　指名競争入札において、指名通知を受けていない者による入札

    ⑤　金額を訂正した入札

    ⑥　誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札

    ⑦　明らかに連合によると認められる入札

    ⑧　同一事項の入札について他人の代理人を兼ね又は２者以上の代理をした者の入札

    ⑩　入札書の提出期限までに到着しない入札

    ⑪　暴力団排除に関する誓約事項（別記）について、虚偽が認められた入札

    ⑫　その他入札に関する条件に違反した入札

11．入札の延期等

12．開札の方法

（３）入札者又は代理人等は、開札場に入場しようとするときは、入札関係職員の求めに応じ競
　　争参加資格を証明する書類、身分証明書又は委任状を提示しなければならない。

（５）入札者又は代理人等は、契約担当官等が特にやむを得ない事情があると認めた場合のほか、
　　開札場を退場することができない。

    代理人等により入札を行い又は開札に立ち会う場合は、代理人等は、様式３による委任状を
  持参しなければならない。また、代理人等が電子調達システムにより入札する場合には、同シ
  ステムに定める委任の手続を終了しておかなければならない。

（２）電子調達システムにより入札書を提出した場合には、入札者又は代理人等は、開札時刻に
　　端末の前で待機しなければならない。

    ④　書面による入札において記名を欠く入札

    ⑨　入札者に求められる義務を満たすことを証明する必要のある入札にあっては、証明書
　　　が契約担当官等の審査の結果採用されなかった入札

　　予決令第７２条第１項に規定する一般競争に係る資格審査の申請を行った者は、競争に参加
　する者に必要な資格を有すると認められること又は指名競争の場合にあっては指名されること
　を条件に入札書を提出することができる。この場合において、当該資格審査申請書の審査が開
　札日までに終了しないとき又は資格を有すると認められなかったとき若しくは指名されなかっ
　たときは、当該入札書は落札の対象としない。

  　入札参加者が相連合し又は不穏の行動をする等の場合であって、入札を公正に執行すること
　ができない状態にあると認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、又は入札の
　執行を延期し若しくはとりやめることがある。

（２）入札者は、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号。以下「予決令」という。）
　　第７１条第１項各号の一に該当すると認められる者を競争に参加することができない期間は
　　入札代理人とすることができない。

（１）入札者又はその代理人等は、当該入札に係る他の入札者の代理人を兼ねることができない。

（４）入札者又は代理人等は、開札時刻後においては開札場に入場することはできない。

    ③　委任状を持参しない代理人による入札又は電子調達システムに定める委任の手続きを
      終了していない代理人等による入札

（１）開札は、入札者又は代理人等を立ち会わせて行うものとする。ただし、入札者又は代理人
　　等の立会いがない場合は、入札執行事務に関係のない職員を立ち会わせて行うことができる。
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13．調査基準価格、低入札価格調査制度

②前号以外の請負契約  その者の申込みに係る価格が１０分の６を予定価格に乗じて得た額

14．落札者となるべき者が２者以上ある場合の落札者の決定方法

15．落札決定の取消し

16．契約書の提出等

（２）落札者が前項に規定する期間内に契約書を提出しないときは、落札は、その効力を失う。

17．契約手続において使用する言語及び通貨

    契約手続において使用する言語は日本語とし、通貨は日本国通貨に限る。

  　落札決定後であっても、入札に関して連合その他の事由により正当な入札でないことが判明
　したときは、落札決定を取消すことができる。

（６）開札をした場合において、予定価格の制限内の価格の入札がないときは、直ちに再度の入
　　札を行うものとする。電子調達システムにおいては、再入札を行う時刻までに再度の入札を
　　行うものとする。なお、開札の際に、入札者又は代理人等が立ち会わず又は電子調達システ
　　ムの端末の前で待機しなかった場合は、再度入札を辞退したものとみなす。ただし、別途指
　　示があった場合は、当該指示に従うこと。

（１）工事その他の請負契約（予定価格が１千万円を超えるものに限る。）について予決令第８
　　５条に規定する相手方となるべき者の申込みに係る価格によっては、その者により当該契約
　　の内容に適合した履行がされないこととなるおそれがあると認められる場合の基準は次の各
　　号に定める契約の種類ごとに当該各号に定める額（以下「調査基準価格」という。）に満た
　　ない場合とする。

（２）調査基準価格に満たない価格をもって入札（以下「低入札」という。）した者は、事後の
　　資料提出及び契約担当官等が指定した日時及び場所で実施するヒアリング等（以下「低入札
　　価格調査」という。）に協力しなければならない。

（３）低入札価格調査は、入札理由、入札価格の積算内訳、手持工事の状況、履行体制、国及び
　　地方公共団体等における契約の履行状況等について実施する。

  　当該入札の落札者の決定方法によって落札者となるべき者が２者以上あるときは、直ちに当
　該者にくじを引かせ、落札者を決定するものとする。
  　なお、入札者又は代理人等が直接くじを引くことができないときは、入札執行事務に関係の
　ない職員がこれに代わってくじを引き、落札者を決定するものとする。

①工事の請負契約　その者の申込みに係る価格が契約ごとに１０分の７．５から１０分の９．
　２までの範囲で契約担当官等の定める割合を予定価格に乗じて得た額

（１）落札者は、契約担当官等から交付された契約書に記名押印（外国人又は外国法人が落札者
　　である場合には、本人又は代表者が署名することをもって代えることができる。）し、契約
　　書を受理した日から１０日以内（期終了の日が行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法
　　律第９１号）第１条に規定する日に当たるときはこれを算入しない。）に契約担当官等に提
　　出しなければならない。ただし、契約担当官等が必要と認めた場合は、この期間を延長する
　　ことができる。
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（別　記）

１．次のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。

（１）契約の相手方として不適当な者

　　エ　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき

（２）契約の相手方として不適当な行為をする者

　　ア　暴力的な要求行為を行う者

　　イ　法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者

　　ウ　取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者

　　エ　偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者

　　オ　その他前各号に準ずる行為を行う者

２．暴力団関係業者を再委託又は当該業務に関して締結する全ての契約の相手方としません。

  また、官側の求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの（生年月日を含む）。
ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職名、氏名及び生年月日の一覧表）及び登
記簿謄本の写しを提出すること並びにこれらの提出書類から確認できる範囲での個人情報を警察
に提供することについて同意します。

　　ウ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直
　　　接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

暴力団排除に関する誓約事項

４．暴力団員等による不当介入を受けた場合、又は再受任者等が暴力団員等による不当介入を受
　けたことを知った場合は、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うとともに、発注元の契約
　担当官等へ報告を行います。

　　イ　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え
　　　る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

 記

３．再受任者等（再受任者、共同事業実施協力者及び自己、再受任者又は共同事業実施協力者が
　当該契約に関して締結する全ての契約の相手方をいう。）が暴力団関係業者であることが判明
　したときは、当該契約を解除するため必要な措置を講じます。

　当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記事項について、入札書（見積
書）の提出をもって誓約いたします。

　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなって
も、異議は一切申し立てません。

　　ア　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人であ
　　　る場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、
　　　団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、
　　　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条
　　　第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する
　　　暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき
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令和　　　年　　　月　　　日

支出負担行為担当官

　原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官　殿

　下記のとおり入札します。

　１　入札件名　：

　２　入札金額　：　金額　　　　　　　　　　　　円也　

　３　契約条件　：　契約書及び仕様書その他一切貴庁の指示のとおりとする。

担当者等連絡先

　部署名 ：

　責任者名 ：

　担当者名 ：

　ＴＥＬ ：

　E-mail ：

　４　誓約事項　：　本入札書は原本であり、虚偽のないことを誓約するとともに、暴力団排除
　　　　　　　　　　に関する誓約事項に誓約する。

（様式１）

所 在 地

入　　札　　書

記

令和５年度廃棄物埋設坑道の掘削影響領域を評価するための力学水理連成
試験機の改良等

（復）代理人役職・氏名

代表者役職・氏名

商 号 又 は 名 称
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令和　　　年　　　月　　　日

支出負担行為担当官

　原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官　殿

　１　入札件名　：

　２　電子調達システムでの参加ができない理由

担当者等連絡先

　部署名 ：

　責任者名 ：

　担当者名 ：

　ＴＥＬ ：

　E-mail ：

令和５年度廃棄物埋設坑道の掘削影響領域を評価するための力学水理連成
試験機の改良等

(記入例）電子調達システムで参加する手続が完了していないため

（様式２）

書面入札届

　下記入札案件について、電子調達システムを利用して入札に参加できないので、書面入札方式
で参加をいたします。

所 在 地

代表者役職・氏名

商 号 又 は 名 称

記
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令和　　　年　　　月　　　日

支出負担行為担当官

　原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官　殿

（委任者）

（受任者）

　当社　　　　　　　　　　　　　　を代理人と定め下記権限を委任します。

（委任事項）

1

2 １の事項に係る復代理人を選任すること。

担当者等連絡先

　部署名 ：

　責任者名 ：

　担当者名 ：

　ＴＥＬ ：

　E-mail ：

代 理 人 所 在 地

所 属 （ 役 職 名 ）

委　　任　　状

記

令和５年度廃棄物埋設坑道の掘削影響領域を評価するための力学水理連成試験機の改
良等の入札に関する一切の件

代 理 人 氏 名

代表者役職・氏名

商 号 又 は 名 称

所 在 地

（様式３－①）
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令和　　　年　　　月　　　日

支出負担行為担当官

　原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官　殿

（委任者）

（受任者）

　当社　　　　　　　　　　　　　　を復代理人と定め下記権限を委任します。

（委任事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者等連絡先

　部署名 ：

　責任者名 ：

　担当者名 ：

　ＴＥＬ ：

　E-mail ：

代 理 人 氏 名

所 属 （ 役 職 名 ）

代 理 人 所 在 地

所 属 （ 役 職 名 ）

商 号 又 は 名 称

復 代 理 人 氏 名

復 代 理 人 所 在 地

（様式３－②）

委　　任　　状

記

令和５年度廃棄物埋設坑道の掘削影響領域を評価するための力学水理連成試験機の改良等
の入札に関する一切の件
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（参　考）

　（一般競争に参加させることができない者） 

　（一般競争に参加させないことができる者） 

　四　監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。 

　五　正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。 

２　契約担当官等は、前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者を一般競争に参加
  させないことができる。

予算決算及び会計令（抜粋）

第七十条　契約担当官等は、売買、貸借、請負その他の契約につき会計法第二十九条の三第一項
  の競争（以下「一般競争」という。）に付するときは、特別の理由がある場合を除くほか、次
  の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。

　一　当該契約を締結する能力を有しない者

　二　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

　三　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第三十二条
    第一項各号に掲げる者

第七十一条　契約担当官等は、一般競争に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当する
  と認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争に参加させないことが
  できる。その者を代理人、支配人その他の使用人として使用する者についても、また同様とす
  る。

　一　契約の履行に当たり故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しく
    は数量に関して不正の行為をしたとき。

　二　公正な競争の執行を妨げたとき又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るために連
    合したとき。

　三　落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

　六　契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽
    の事実に基づき過大な額で行つたとき。

　七　この項（この号を除く。）の規定により一般競争に参加できないこととされている者を契
    約の締結又は契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。
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1 
 

仕様書 

 

１. 件名 
令和５年度廃棄物埋設坑道の掘削影響領域を評価するための力学水理連成試験機

の改良等 
 

２. 実施内容 
中深度処分における長期にわたる天然バリア中の核種移行評価の信頼性向上のた

めには、岩盤に潜在的に含まれる不連続性、不均質性、異方性等及び多孔質等の岩盤

基質の特徴を適切に評価する必要があり、こうした特徴を適切に検証できる室内試験

及び原位置試験が不可欠である。 
原子力規制委員会原子力規制庁（以下「原子力規制庁」という。）では、「廃棄物埋

設の坑道掘削影響領域における力学水理連成特性に関する研究」を進めている。過年

度においては、「岩盤の力学状態と水理特性評価のための連成試験機等の設計製作」

の業務を実施し、力学試験及び水理試験を同時に実施できる試験機（以下「連成試験

機」という。）を製作し、これを用いた試験を実施している。本連成試験機の特徴は、

岩石に対して三軸が独立した荷重又は変位を任意に作用させ、応力－ひずみ関係にお

ける強度（以下「ピーク強度」という。）以降における亀裂を含む損傷等の発生・進展

や、坑道掘削に伴う主応力の回転による岩盤の損傷変化等を評価できる力学試験機部

分と岩盤の水理特性を評価できる水理試験機部分により構成されている（連成試験機

の概要図を添付資料１に示す。）。 
本業務では、連成試験機が所定の性能を発揮できるようにするための保守点検整備

や、高度化のための改良等を行う。また、多孔質堆積軟岩の供試体（以下「岩盤供試

体」という。）及び人工的に製作した供試体（以下「人工供試体」という。）を製作す

るとともに、岩盤試料の基本特性試験を行う。さらに、原子力規制庁が実施する力学

試験及び水理試験において、連成試験機の運転等の役務を提供する。 
 

２.１ 連成試験機の保守点検整備 
連成試験機について、原子力規制庁が貸与する連成試験機の運転マニュアル（以下

「運転マニュアル」という。）に示す所定の性能が発揮できるように、機器の動作確認、

校正等を行う。機器については必要に応じて公的機関又はそれに準じる機関の検定を取

得すること。詳細の実施内容については、添付資料２の情報を基に各機器及びシステムに

関する必要精度及び動作を示したチェック表を作成し、事前に原子力規制庁の承認を得

た上で実施すること。 

なお、アクチュエータ油等の交換を行った際には、適切に廃棄すること。 
 

２.２ 連成試験機の改良等 
（１） ジャケットの製作 
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2 
 

水理試験を実施するに当たり、止水ジャケットを製作する。ジャケットの素材

は、力学試験により破れを防ぐため高分子量ポリエチレンとし、荷重の不均一性

を取り除くため、縫い目等を含め厚さを一定とし、岩盤供試体との端部摩擦を除

去する構造とする。なお、高分子量ポリエチレンは止水性を有していることに加

え、水圧２ＭＰａに十分に耐えるものとする。 
 

（２） 飽和養生装置の改良 
水理試験を実施するに当たって事前に供試体の飽和度を高めるため、既存飽和

養生装置を基に設計変更を行い、改良を実施する。本装置は、一辺３００ｍｍの供

試体を浸漬できるものとし、真空ポンプで容器内の圧力を大気圧を基準として－

０．１０ＭＰａ程度まで減圧することで脱気（飽和）が可能な強度を持つ円柱形の

ものとする。また、脱気（飽和）過程において供試体から気泡がでることや供試体

の重量変化を確認できものとする。なお、仕様・設計については、原子力規制庁と

協議した上で承認を得ること。 
 

（３） 各区画面への流量計の導入 
供試体上流側の注水量については、９区画全面への注水量を計測しているが、

上流９区画への各注水量が計測できるように流量計を設置する。また、下流９区

画からの各排水量については下流側に設置した９つの鋼製タンク又は鋼製パイプ

の水位変化から間接的に計測しているが、排水量を精度良く計測できるように流

量計を設置する。ここにおいて必要な測定レンジは３×１０―１０～１×１０－６  
ｍ／ｓ（サーパス工業株式会社製流量計 NTFD-1.6S-0.35、NTFZ-3S-5 及び NTFZ-
3S-35 相当）とする。 
なお、ここで使用する直動式２ポート電磁弁（２連マニホールド：３６式）及び

アナログ入力ボード（ＡＤ８チェンネル：７式）は、原子力規制庁から提供するも

のとする。 
 

（４） 電磁弁の設置 
個別制御としている弁について、システムとしてＰＣ制御ができるように電磁

弁を設置する。 
なお、ここで使用する直動式２ポート電磁弁（単体：２０式、２連マニホール

ド：２１式）、デジタル入出力モジュール（ＤＩＯ２４点：４式）及び半導体リレ

ー（ＳＳＲ：７９式）は、原子力規制庁から提供するものとする。 
 

（５） エアコンプレッサーのタンク容量の増加 
既設エアコンプレッサー（空気タンク容量：８３Ｌ）は、起動すると他の計測値

への影響があることが認識されたため、その起動間隔を伸ばすことで圧力の安定

性を上げるために、容量２００Ｌ程度のサブタンクを追加設置する。 
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3 
 

（６） ＰＣ、制御用ＰＣモニターの追加 
ＰＣによる自動試験実施時に必要な情報を４画面にて同時に出力表示し、ＰＣ

モニターでのタッチ制御も可能とできるようにするため、ＰＣ及び制御用ＰＣモ

ニター（５０インチ１台及び２４インチ２台相当）を追加する。 
なお、ＰＣ等の設置では専用の設置架台に設置して、試験の邪魔にならない位

置で試験状況が確認出来るようにすること。 
 

（７） 制御システム等の改良 
上記（１）～（６）の改良に伴い必要となる制御システムの改良、マニュアルの

修正等を行う。また、ケーブル類の増加に伴いノイズ等が発生しないようにケー

ブルの整理を行うため架台等を設置して対応を行う。 
 

２.３ 供試体の製作 
（１） 岩盤供試体の前処理 

原子力規制庁が提供する多孔質堆積軟岩の供試体（３００ｍｍ×３００ｍｍ

×３００ｍｍ）を用いて力学水理試験を行うため、成型、端部摩擦除去等を施し

た供試体を５体製作する（詳細は添付資料３の１．１を参照。）。 
 

（２） 人工供試体の製作 
精緻化した水理試験を行うため、３Ｄプリンターを用いて人工供試体（３００

ｍｍ×３００ｍｍ×３００ｍｍ）を１体製作する。また、３Ｄプリンターの機器

の選定のため、特徴を整理して、以下の仕様に基づいて原子力規制庁と協議して

供試体を製作する。なお、使用する３Ｄプリンターについては、受注者で準備す

るものとする。 
【仕様】 

① 供試体：１５０ｍｍ×１５０ｍｍ×１５０ｍｍを８つ製作し、これらを

接着して１体の供試体とする。 
② 素材：ウレタン樹脂 
③ 細工：ひび割れを想定した空間を断面に１本いれる。空間幅は０．０５

ｍｍ～０．３ｍｍの可動式とする。 
 

２.４ 岩石の基本特性試験の実施 
原子力規制庁が提供する多孔質堆積軟岩に対して表１に示す基本特性試験を実施

する。 
提供する岩石はいずれも３００ｍｍ×３００ｍｍ×３００ｍｍの寸法であること

から、所定の寸法・形状に成型（前処理も含む）して試験を行うものとする。各試験

は１条件当たり３回実施する。また、圧縮強度、引張強度、ポアソン比及び透水係数

においては、岩石の異方性の有無を確認するため、堆積方向等を考慮して３方向に対
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して試験を実施する。基本特性試験による試験データは、試験計画を事前に原子力規

制庁の承認を得て、測定として応力―ひずみ曲線（軟化領域も含む）又は荷重―変位

曲線、破壊面スケッチ（弾性、ピーク時、繰り返し時の破壊モード含む）及び特性値

について、示すものとする。 
なお、試験方法については表１に示す規格を原則とするが、必要に応じて原子力規

制庁と協議できるものとする。また、試験に用いる岩石は、原子力規制庁が埼玉県内

の倉庫に保管しているものを搬出し、試験後は適切に廃棄すること。 
 

表１ 評価項目、試験方法及び試験数 

評価項目 試験方法 試験数 
材
料
特
性 

密度 ・JGS 2132-2020 岩石の密度試験方法 3 

含水比 ・JGS 2134-2020 岩石の含水比試験方法 3 
有効間隙率 ・NEXCO 試験方法 3 
空隙率及び空隙

分布 
・水銀圧入ポロシメーター又は窒素吸着試験 

3 

粒度分布 ・ふるい分析、沈降分析等 3 
飽和度 ・指定なし 3 

試
験
体
性
能 

圧縮強度（一軸

圧縮）※ 
・JGS 2521-2020 岩石の一軸圧縮試験方法 
・円柱供試体（φ30mm×60mm,φ60mm×120mm）

及び角柱供試体(100mm×100mm×200mm)の応

力―ひずみ曲線（載荷速度 0.01%/sec, 0.1%/sec） 

54 

圧縮強度（三軸

圧縮）※ 
・角柱供試体(100mm×100mm×200mm) 
・側圧を変位制御にて載荷（載荷速度 0.01%/sec, 
0.1%/sec） 

18 

静ポアソン比※ ・JGS 2521-2020 岩石の一軸圧縮試験方法 
・角柱供試体(100mm×100mm×200mm) （載荷速

度 0.01%/sec） 
9 

引張強度※ ・JGS 2551-2020 岩石の圧裂引張り試験方法 
及び JGS 2552-2020 岩石の一軸引張り試験方法

並びに原子力規制庁が貸与する引張試験治具を

用いた試験 
・円柱供試体（φ 30mm × 60mm, φ 50mm ×

100mm）の引張強度 

54 

透水係数※ ・円柱供試体（φ 30mm × 60mm, φ 50mm ×

100mm） 
・定水位法、フローポンプ（定流量）法 

36 

※強度異方性の有無を確認するため、堆積方向等の３方向に対して試験を実施 
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２.５ 岩石の力学試験及び水理試験 
原子力規制庁が貸与する連成試験機を用いて、力学試験及び水理試験の運転を実施

する。連成試験機の運転については、運転マニュアルに沿って実施する。本試験を実

施する中で、運転マニュアルに疑義が生じた場合にはその内容を原子力規制庁に報告

し、原子力規制庁と協議の上試験を遂行する。 
力学・水理試験の試験ケース数は１ケースとし、ばらつきを考慮して３回の試験を

行う。各工程の詳細については、その応力履歴を含め添付資料３に示す。本試験を実

施するに当たり、添付資料３に示す工程、試験条件等に変更の必要性が生じた場合に

は、その内容を原子力規制庁に報告し、原子力規制庁と協議・承認の上試験を遂行す

る。 
なお、試験対象とする岩盤供試体については、原子力規制庁が埼玉県内の倉庫に保

管している多孔質堆積軟岩の供試体を搬出し、２．３に示した所定の前処理を行った

上で試験に用いること。 
 

２.６ 試験機改良のための検討 
（１） 変位計の追加設置 

現在、載荷盤の端部４カ所での変位を計測しているが、ピーク以降の回転を

伴う変位を計測するためには、計測点を増やす必要がある。そこで、各載荷盤に

対してどの位置に変位計を増設する必要があるかを検討する。 
 

（２） 載荷板の高度化 
現在の供試体変形を井形スライド方式で変位制御するための載荷盤に対して、

直接荷重を作用させる方式とするため、載荷盤の製作を検討する。 
 

（３） 軸荷重の高度化のための球座の導入 
アクチュエータから作用させる軸力に対して供試体が変形すると中心軸がズ

レてしまいその結果曲げモーメントが作用することから、球座の設置等による

曲げモーメントの除去を検討する。 
 

（４） 供試体内部の可視化 
供試体のひび割れを含む損傷の位置及び規模を把握するため、載荷盤等に放

射線・振動等の発信装置及び受信装置の設置を検討する。なお、照射による人へ

の被ばくが考えられる場合は遮蔽板の設置を検討する。さらに、発信及び受信

装置は、両方の機能をもつ装置とすることで順逆インバージョン解析が行える

装置とする。なお、感知するものは、ひび割れ幅、損傷（ピーク以降の状態）、

飽和（湿潤）状態、また、感知能力は、湿潤状態下で引張及びせん断ひび割れ幅

０．０５ｍｍ以下、損傷部は、圧縮破壊を対象とする。 
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２.７ 成果報告書の作成 
２．１から２．６の成果を成果報告書に取りまとめる。 
 

３. 進捗管理 
本業務の実施に当たり、２．の各項目の仕様を達成するための具体的な実施内容及

び工程を記載した詳細実施計画の策定を行い、原子力規制庁の承認を得ること。 
また、毎月１回以上進捗状況を原子力規制庁に報告する。その際、実施計画書及び

詳細実施計画に対する進捗と以後の予定について、品質管理部署又は実施部署の品質

管理責任者の同席の下で説明する。 
 

４. 実施場所及び設置場所 
本業務は連成試験機を設置している埼玉大学にて実施することとする。ただし、試

験機改良のための検討、供試体の製作、岩石の基本特性試験の実施及び成果報告書の

作成等については受注者の作業場所において実施可とする。 
 

５. 実施期間 
契約締結日から令和６年３月２９日まで 
 

６. 提出書類及び納入品目 
（１）提出書類 

受注者が原子力規制庁に報告するために提出する書類、部数及び書類の提出期日

は、次のとおりとする。 
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 提出書類 部数 提出期日※ 承認 

１ 実施計画書（工程を含

む。）(注1) １ 
契約締結後速やかに 
変更時は改訂版を速やかに提出す

ること 

要 

２ 情報セキュリティに関

する書面(注2) １ 契約締結後速やかに  

３ 透明性の確保に関する

書類(注3) １ 契約締結後速やかに  

４ 下請負届 １ 契約締結後速やかに 
必要に応じて提出すること  

５ 月報（進捗報告） １ 
翌月１０日まで 
ただし、３月分については３月２９

日とする。 
 

６ 打合せ議事録 １ 打合せ後速やかに 要 

７ 供試体作成等レポー

ト １ 作業実施後速やかに  

８ 試験データ １ 試験後速やかに  

９ 試験レポート １ 令和６年３月２９日  

１０ 情報セキュリティ対策

報告書(注2) １ 令和６年３月２９日  

１１ ウイルスチェック証

明書 １ 令和６年３月２９日  

１２ 完了届 １ 令和６年３月２９日  

（注 1）実施計画書の要求事項は７．によるものとする。 

（注 2）情報セキュリティに関する書面及び情報セキュリティ対策報告書の要求事項は８．

によるものとする。 

（注 3）透明性の確保に関する書類の要求事項は１１．（３）によるものとする。 

※ 「速やかに」とは、１週間を目処とする 

 

（２）納入品目及び納入場所 
(a)納入品目： 

 受注者が原子力規制庁の承認を受けるために納入する品、部数及び納入品の

納入期日は、次のとおりとする。 

 

 納入品 部数 納入期日 

１ 成果報告書(注1) 電子媒体：７ 

令和６年３月２９日 

ただし、成果報告書案について、受

注者は納入期日の３週間前までに

原子力規制庁の確認を受けること。 
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（注1）納入品は、電子媒体（CD-ROM、DVD等）に保存して納入すること。 

なお、電子媒体（CD-ROM、DVD等）についてはウイルスチェックを実施し

証明書を提出すること。 

また、成果報告書の表紙等の作成については別紙を遵守すること。さらに、

図表等については出典を明記すること等を行い、著作権法上問題の無い

ものとすること。 

(b)納入場所： 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房技術基盤グループ 

  放射線・廃棄物研究部門 

東京都港区六本木一丁目９番９号 六本木ファーストビル１６階 

 
７. 実施計画書 

実施計画書には最小限、以下の内容を記載すること。 
なお、受注者は原子力規制庁の承認を得た実施計画書２部を作成し、それぞれ各１

部を保有する。 
（１）実施体制 

受注者は、本業務を統括する実施責任者を明示した実施体制（品質管理体制を含

む。）を提出すること。 
なお、あらかじめ下請負者が決まっている場合は、下請負者名及びその発注業務

内容を含めて記載すること。ただし、金５０万円未満の下請負業務、印刷費、会場

借料、翻訳費及びそのほかこれに類するものを除く。 
実施責任者は本業務の遂行に当たり十分な実務能力及びマネジメント能力を有

し、本業務を統括する立場にある者とすること。 
また、業務に従事する者の技術能力を明確にし、実施体制には必ず本業務に精通

した経験豊富な担当者を含めること。 
さらに、２名以上の直接の担当者を定め、一方が不在の場合にも支障なく本業務

が遂行できるようにすること。 
品質管理体制では本業務に対する品質を確保するための実効性のある十分な体

制が構築され、実施されること。 
なお、作業実施部署は品質管理部署と独立しており、実施責任者と品質管理責任

者は兼務してはならない。 
（２）実施内容 

受注者は、２．の実施項目ごとに具体的な作業手順及び工程を示したより詳細な

実施内容を提出すること。 
なお、本業務に対して品質を確保するための具体的な方策（実施項目ごとのチェ

ック者、チェック時期及びチェック内容）が実施部門にて適切に実施され、品質管

理部門においても確認されていること。 
（３）実施工程 

受注者は、２．の実施項目ごとに無理のない計画を立て記載すること。 
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８. 情報セキュリティの確保 
受注者は、以下の点に留意して情報セキュリティを確保するものとする。 

（１）受注者は、請負業務の開始時に、請負業務に係る情報セキュリティ対策とその

実施方法及び管理体制について原子力規制庁に書面で提出すること。 

（２）受注者は、原子力規制庁から要機密情報を提供された場合には、当該情報の機

密性を格付けに応じて適切に取り扱うための措置を講じること。 

また、本業務において受注者が作成する情報については、原子力規制庁からの

指示に応じて適切に取り扱うこと。 

（３）受注者は、原子力規制委員会情報セキュリティポリシーに準拠した情報セキュ

リティ対策の履行が不十分と見なされるとき又は受注者において請負業務に

係る情報セキュリティ事故が発生したときは、原子力規制庁が必要に応じて行

う情報セキュリティ対策に関する監査を受け入れること。 

（４）受注者は、原子力規制庁から提供された要機密情報が業務終了等により不要に

なった場合には、確実に返却し又は廃棄すること。 

また、請負業務において受注者が作成した情報についても適切に廃棄すること。 

（５）受注者は、本業務の終了時に、業務で実施した情報セキュリティ対策を報告す

ること。 

 

（参考）原子力規制委員会情報セキュリティポリシー 

https://www.nra.go.jp/data/000129977.pdf  

なお、当該規程については、請負業務の開始時において最新のもの

を参照すること。 

 

９. 無償貸与品等 
（１） 力学水理連成試験機一式（ＰＣ制御装置を含む） 
（２） 令和２年度原子力規制庁請負成果報告書 岩盤の力学状態と水理特性評価

のための連成試験機等の設計製作 
（３） 令和３年度原子力規制庁請負成果報告書 岩盤の力学状態と水理特性評価

のための連成試験機等の設計製作 
（４） 連成試験機の運転マニュアル 
（５） 飽和養生装置 
（６） 直動式２ポート電磁弁 
（７） アナログ入力ボード 
（８） デジタル入出力モジュール 
（９） 半導体リレー 
（１０） 引張試験治具 
（１１） その他本業務を実施するに際し、規制庁が必要と認めたもの 
なお、無償貸与品は、本作業終了後速やかに返却すること。 
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１０. 検収条件 
本仕様書に記載の内容を満足し、６．に記載の納入品が提出期日どおりに全て提出

されていることが確認されたことをもって検収とする。 
 

１１. その他 
（１）作業実施者は、原子力規制庁と日本語で円滑なコミュニケーションが可能で、

かつ良好な関係が保てること。 

（２）業務上不明な事項が生じた場合は、原子力規制庁に確認の上、その指示に従う

こと。 

（３）受注者が以下に示す利益相反の立場に該当する場合は、受入検査、確定検査等

の検査又は監督に加えて、本業務に係る契約の適正な履行の確認のための抜き

打ち的手法等による検査又は監督、及び成果物の検証・評価を行う。 

① 原子炉等規制法の規制対象となる者（原子炉設置者、原子力に係る加工、貯蔵、再

処理及び廃棄の事業者並びに保安規定を定める核燃料物質使用者）（ただし、原子

力規制委員会が一部共管する独立行政法人が受注者となり、共管範囲の業務を行

う場合は除く。） 
② 原子炉等規制法の許認可対象となる設備の開発、設計及び製造に関わる事業者 
③ 上記①及び②の者の子会社（親会社の出資比率が５０％を超える被支配会社）

又は団体（運営費の過半を得ている団体又は構成員の過半数が上記①及び②の

者である団体） 
④ 本業務と同時期に同一内容の業務を上記①から③の者から受注した者（ただし、

原子力規制委員会が一部共管する独立行政法人が受注者となり、共管範囲の業

務を行う場合において、当該業務を行う部門と別の部門が同一内容の業務を上

記①から③の者から受注する場合は除く。） 
ここで、「同一内容の業務」とは、仕様書の実施内容と同様の業務をいう。 
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連成試験機の概要図*

 

(a) 立面図 (b) 平面図（A-A'断面） 

図-1 連成試験機のうちの力学試験機部分 

 
図-2 力学試験機部分の立面図（供試体周辺の拡大） 

 
図-3 水理試験機部分としての配管系統図 

 
*出典： 市耒高彦、東原知広、入江正明、長田昌彦、「廃棄物埋設における岩盤の力学水理連成試験機の

製作と動作確認試験」、第 49 回岩盤力学に関するシンポジウム講演集、pp. 253-258、令和 5 年 

（添付資料１） 
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連成試験機を構成する主な機器等 

個別機器、システム等 
●：要検定書 

数量 

力
学
機
構
本
体
部
分 

個
別
機
器 

各種フレーム 

ベース 1 

支柱 4 
天井 1 

クロスヘッド 1 

アクチュエータ 
供試体載荷用（500kN 用） 2 
供試体載荷用（1MN 用） 1 

クロスヘッド吊り用（200kN 用） 4 

油圧モーター 
三菱電機製（供試体載荷用） 3 

三菱電機製（クロスヘッド吊り用） 4 

油圧ポンプ 
油研工業製（供試体載荷用） 3 

油研工業製（クロスヘッド吊り用） 4 

リニアガイド 
THK 製 8 
THK 製 2 

ロードセル 
●東京測器研究所製（500kN 用） 2 
●東京測器研究所製（1MN 用） 1 
●東京測器研究所製（200kN 用） 4 

変位計 

●ミツトヨ製（載荷盤変位用） 16 
●キーエンス製（載荷盤変位用） 4 

●サンテスト製 
（供試体載荷アクチュエータ変位用） 

3 

●サンテスト製 
（吊りアクチュエータ変位用） 

4 

シ
ス
テ
ム 

センタリング － － 
変位 － － 
荷重 － － 

水
理
機
構
本
体
部
分 

個
別
機
器 

シリンジポンプ TELEDYNE ISCO 製  1 
バッファタンク 容量 20L アクリル製 2 

エアコンプレッサー 富士コンプレッサー製 1 
脱気水製造装置 チヨダエレクトリック製  1 
真空ポンプ 大阪空気製 1 
真空タンク アクリル製 1 
鋼製タンク 容量 11 L 10 
鋼製パイプ 容量 100 cc 9 

（添付資料２） 
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差圧式水位計 共和電業製 10 
圧力センサー 東京測器研究所製  20 
ペリスタリックポンプ EYELA 製 1 
pH, EC 計 HORIBA 製 1 

シ
ス
テ
ム 

流量 － － 

圧力 － － 
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実施する力学・水理試験ケース 
 

１. 岩石の力学試験及び水理試験 
原子力規制庁が貸与する連成試験機を用いて、目的に応じた応力履歴を作用させた力

学試験を実施するにあたり連成試験機の運転等を実施する。また、応力履歴作用の力学

試験前後に水理特性の変化も併せて取得する。なお、力学試験から水理試験への段取り

替えにおいては、亀裂を含む損傷状態に変化がないように注視すること。 
試験対象とする岩石（以下「供試体」という。）は、原子力規制庁が提供する多孔質

堆積軟岩（寸法：３００ｍｍ×３００ｍｍ×３００ｍｍ）を用い、所定の前処理を行っ

た上で各試験は常温環境下にて行う。 
実施する試験は１ケースとし、ばらつきを考慮して３回行う。試験の概要フローを図

１に示す。なお、各工程の詳細については、後述１．１～１．４にその内容を示す。連

成試験機の運転については、原子力規制庁が貸与する連成試験機の運転マニュアル（以

下「運転マニュアル」という。）に沿って実施する。 
本試験を実施する中で、運転マニュアルに疑義が生じた場合にはその内容を原子力規

制庁に報告し、原子力規制庁と協議の上試験を遂行する。 

 
※図中の青字は、下記の項目番号 

図１ 試験の概要フロー図 
 

１.１ 供試体に対する前処理 
力学試験及び水理試験を実施するに当たり、供試体に対して下記に示す前処理を実

施する。 
 

（１） 供試体の前処理 
供試体の前処理は、連成試験機によって生じる応力を供試体に一様に作用させ

（添付資料３） 

コーティング、端部摩擦処理、飽和 
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るため、供試体の成型、載荷盤等と供試体表面の接触による摩擦の除去、供試体

の表面の漏えい防止がある。 
供試体の成型は、必要に応じて研磨等を行い、端面が滑らかで凹凸がなく、互

いに並行でかつ垂直になるようにする。ここにおいて満たすべき基準値は、平面

度・平行度：0.2mm、垂直度：0.004rad とする。 
摩擦除去は、テフロン２枚間にシリコンオイルを用いて実施する。一方、供試

体表面の漏えい防止は、供試体にアクリル樹脂を塗布含浸（含浸深さ２ｍｍ～５

ｍｍ）して不陸調整による平滑化を兼ねて施す。ただし、塗布含浸は、水理試験

において注水又は排水を行う２面の各９区画部を除くものとする。成型及びアク

リル樹脂の塗布含浸を行った供試体については、平面度・平行度、垂直度及び寸

法を測定する。 
水及びシリコンオイルの漏えい防止のため、アクリル塗布含浸面とテフロンは

密着させる。また、テフロン間からのシリコンオイルの漏えい防止のために、区

画の周面に線上にシリコンを塗布して接着させる。一方、載荷盤表面にテフロン

樹脂を密着させる。このシリコンは、引張場でも伸びにより接着が切れないもの

とする。また、テフロンは、区画部はφ５ｍｍ×ピッチ８ｍｍのパンチング孔を

処理しておく。 
 

（２） 水理試験のための前処理 
水理試験の前処理は、供試体を飽和状態にするためのもので、供試体表面のア

クリル処理後に原子力規制庁が貸与する飽和処理装置を用いて各供試体を水で飽

和させる。 
なお、飽和後の供試体は、飽和処理装置から取り出して連成試験機に設置し試

験を開始するまでの時間を極力短縮するように努め、供試体の設置までの間、供

試体の保管状態について環境雰囲気（温度、湿度）、ラップ等の供試体からの水分

の散逸を回避するための処置の有無等を記録し、試験結果とあわせて報告するこ

と。また、水理試験を開始する際の飽和度を算出し、試験結果とあわせて報告す

ること。 
 
１.２ 連成試験機への供試体の設置 

１．１にて前処理を実施した供試体の連成試験機への設置においては、運転マニュ

アルに基づいて計測器、アクチュエータ及び受圧ブロック等を精度よく設置する。 
なお、供試体の設置の方向については、岩石の堆積方向、節理面、水理試験におけ

る流向等の方向を考慮し、ｘ軸、ｙ軸、ｚ軸方向が各供試体で同一となるように設置

する。 
端部摩擦処理、止水処理及び供試体の設置方向等の具体については原子力規制庁と

協議の上承認を得ること。 
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１.３ 力学試験 
（１） 供試体に対する力学試験 

力学試験は、図２に示す載荷履歴のケースを行う。 
作用させる応力σは基本特性試験にて得られた当該岩の一軸圧縮強度σｆを寸

法効果で１．２倍にした値により正規化したσ/１．２σｆ指標により行う。 
また、載荷及び除荷の速度は、軸ひずみ速度：０．１％/ｍｉｎ（０．３ｍｍ/ｍ

ｉｎ）を基本に変位制御とする。なお、試験開始にあたっては、設置時において

供試体と載荷盤、テフロンシート及びゴムジャケット等を適切に接触させる等の

なじませる必要があることから、低応力場で繰り返し載荷等によるなじみ調整を

行ったうえで応力ゼロ点設定（σｘ/σｆ＝σｙ/σｆ＝σｚ/σｆ＝０）を行うものとす

る。 
 

   【載荷履歴】 
供試体に対して以下に指定する履歴に従って力学試験を変位制御にて実施

する。載荷する応力の履歴を図２に示す。 
 

a. ３軸等方に同時に応力比σｘ/σｆ＝σｙ/σｆ＝σｚ/σｆ＝１．２まで応力を

加える。 
b. その状態からｙ軸及びｚ軸方向についてはσｙ/σｆ＝σｚ/σｆ＝１．２で

応力比を固定した応力状態で、ｘ軸方向に応力ゼロ点設定まで変位制御

により除荷（σｘ/σｆ＝０）とσｘ/σｆ =１．２までの載荷を３回繰り返

す。 
c. 図２中の青色の矢印に沿って応力を除去し、応力ゼロ点設定まで戻す。 

 
図２ 応力履歴図 
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（２） 力学試験データの取得 
（１）の力学試験においては、運転マニュアルに示されているデータを取得す

るとともに、供試体設置から供試体解放までの一連の各段階の写真記録も取得す

る。 
なお、試験においては運転マニュアルに基づいて以下に示す試験データをＰＣ

に表示し、力学試験が所定の目的を満足していることをリアルタイムに確認する

こと。 
 応力：供試体の応力（Ｘ軸、Ｙ軸及びＺ軸） 
 ひずみ：供試体のひずみ（Ｘ軸、Ｙ軸及びＺ軸） 
 変位：載荷盤の変位、アクチュエータの伸縮量 
 変形：供試体の変形 
 構造フレームに関する変位・変形 
また、力学試験前及び試験後に連成試験機から取り出した供試体について、下

記に示すデータを取得する。 
・目視観察によるスケッチ図及び写真 
 

（３） 力学試験データの図化 
（１）の力学試験を通じて得た試験データを、応力―ひずみ図、応力―応力図、

体積ひずみ図、変位・変形図、応力―載荷時間図等として図化する。その他、必

要な図については、原子力規制庁と協議して決定する。 
 

１.４ 水理試験 
連成試験機を用いて、図１試験概要フロー図に示した力学試験の前後のタイミング

で水理試験を実施する。水理試験における応力状態については、徐荷時の応力ゼロ点

設定又は水理試験に必要な応力状態及び応力状態を変化させた状態で行う。なお、そ

の他、試験条件等については、原子力規制庁と協議した上で承認を得ること。 
 

（１） 定水位法による岩盤の水理試験 
岩石の水理試験は、水位差を一定に保持した状態で供試体を通過した水量を測

定する方法（以下「定水位法」という。）により行うこととし、ゴムジャケットに

よって分割された上流及び下流側９区画に対して同時に試験を実施する。 
 

（２） 水理試験データの取得 
（１）の水理試験においては、運転マニュアルに示されているデータを取得す

るとともに、水理試験時における写真記録も取得する。 
なお、試験においては運転マニュアルに示された方法にて以下の試験データを

ＰＣに表示し、水理試験が所定の目的を満足していることをリアルタイムに確認

すること。 

- 31 -



 

18 
 

 注水圧 
 背圧 
 上流側間隙水圧（各区画） 
 下流側間隙水圧（各画毎） 
 注水流量 
 排水流量（各区画） 
 応力：供試体の平均応力（Ｘ軸、Ｙ軸及びＺ軸） 

 
（３） 水理試験データの図化 

（１）の水理試験を通じ各区画に対して得た試験データを、供試体の上流側間

隙水圧及び下流側間隙水圧―経過時間図、供試体への注水流量及び排水流量―経

過時間図として図化するとともに、透水係数を算出する。具体的な図については、

原子力規制庁と協議して決定する。 
 

１.５ 供試体作成等レポート及び試験レポートの作成 
供試体作成等レポートとして、試験を行うに当たり実施したジャケット及び岩盤供

試体の前処理並びに人工供試体の製作に関する調査・整理結果等について記載する。

また、試験レポートとして基本特性試験結果、力学試験結果及び水理試験結果を取り

まとめる。試験レポートに含める内容としては、供試体に係る情報、試験方法、試験

条件及び試験結果のデータを取りまとめるとともに、データの図化結果を含めること。 
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（別紙） 
 

請負業務における成果報告書の表紙等の作成について 
 

 

 請負業務における成果報告書の表紙等の作成は、以下の要領に従うこととする。 

 

１．表紙の様式は、別添１の様式に従う。 

２．表紙裏面の様式は、別添２の様式に従う。 

３．背表紙の様式は、別添３の様式例に従う。 

４．電子媒体のケースラベルの様式は、別添４の様式に従う。 

５．電子媒体本体のラベルの様式は、別添５の様式に従う。 

６．文字の書体は「MS 明朝」とする。数字は全角、英語は半角の「Century」とする。 
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別添１ 表紙の様式例 
 
 
 
 
 
 
 

令和５年度原子力規制庁請負成果報告書 
 
 
 

○〇○〇○〇〇〇 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

○〇○〇〇 
令和６年３月 

 
  

報告書種別：MS 明朝（数字は全角）、１６ポイント 

報告書タイトル：MS 明朝、２０ポイント 
年度表記は行わない。（必要な場合は、タイトルの最後につけること。） 
例）○○○○○○○○（令和５年度分） 

受注者名：MS 明朝、１６ポイント 
納入日：MS 明朝、１６ポイント、数字は全角 
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別添２ 表紙裏面の様式 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 本報告書は、原子力規制委員会原子力規制庁からの請負により実施した業

務の成果を取りまとめたものです。 

 本報告書に関する問合せは、原子力規制庁までお願いします。 

MS 明朝、１０．５ポイント 

- 35 -



 

22 
 

別添３ 背表紙の様式 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

MS 明朝、１１ポイント 

MS 明朝、１２ポイント 
タイトルの長さ、報告書の

厚さに応じて按排するこ

と。 

納入日：MS 明朝、１１ポイント 
数字は全角 

受注者名：MS 明朝、１１ポイント 

令
和
５
年
度
原
子
力
規
制
庁
請
負
成
果
報
告
書 

○
○
○
○
○ 

令
和
６
年
３
月 

○
○
○
○
○
○
○
○
○
○ 
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別添４ 電子媒体ケースラベルの様式 
 
ラベルを電子媒体ケースに貼り付けること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
 
 
  

令和５年度原子力規制庁請負成果報告書 
 

〇〇〇〇〇〇〇〇 
 
 
 
 
 
 
 
 

〇〇〇〇○ 
令和６年３月 
○○ページ 

MS 明朝、１６ポイント 
数字は全角 

MS 明朝、１４ポイント 

電子媒体に保存した納入品の

総ページ数を記載すること。 
MS 明朝、１２ポイント 
数字は全角 

MS 明朝、１６ポイント 

MS 明朝、１４ポイント 
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別添５ 電子媒体本体のラベルの様式 
 
電子媒体本体のラベルは、CD-ROM、DVD 等の表面に直接印字すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

○○○○○ 
令和６年３月 

○○ページ 

令和５年度原子力規制庁請負成果報告書 
 

○○○○○ 

- 38 -



 

1 
 

入札適合条件 

 
「令和５年度廃棄物埋設坑道の掘削影響領域を評価するための力学水理連成試験機

の改良等」を実施するにあたり、以下の条件を満たすこと。 
 

1. 令和０４・０５・０６年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」に

おいて「A」、「B」又は「C」の等級に格付けされている者であること。 
 

2. 原子力規制委員会情報セキュリティポリシーに準拠した情報セキュリティ対策の履行

が確保されていること。 
 
3. 以下に示す利益相反の立場への該当の有無を示すこと。該当する場合は、以下の者で

あることを示すとともに、透明性の確保に関する書類を提出すること。 
なお、大学が受注を希望する場合、本業務を実施する研究室等が以下の者と利益相反

に陥らないことを示す書類を提出すること。 
(1) 原子炉等規制法の規制対象となる者（原子炉設置者、原子力に係る加工、貯蔵、

再処理及び廃棄の事業者並びに保安規定を定める核燃料物質使用者）（ただし、

原子力規制委員会が一部共管する独立行政法人が受注者となり、共管範囲の業務

を行う場合は除く。） 
(2) 原子炉等規制法の許認可対象となる設備の開発、設計及び製造に関わる事業者 
(3) 上記(1)及び(2)の者の子会社（親会社の出資比率が５０％を超える被支配会社）

又は団体（運営費の過半を得ている団体又は構成員の過半数が上記(1)及び(2)の者

である団体） 
(4) 本業務と同時期に同一内容の業務を上記(1)から(3)の者から受注した者（ただ

し、原子力規制委員会が一部共管する独立行政法人が受注者となり、共管範囲の

業務を行う場合において、当該業務を行う部門と別の部門が同一内容の業務を上

記(1)から(3)の者から受注する場合は除く。） 
ここで、「同一内容の業務」とは、仕様書の実施内容と同様の業務をいう。 
 

4. 受注者は、岩盤の不均質性が評価可能なサイズの岩盤ブロック試料で力学特性及び水

理特性の多軸連成試験が可能な試験機の設計・製作・運用を行う能力があるととも

に、本業務を実施するに当たっての実施体制が確保できること。（本業務の実施体制

を添付すること） 
なお、実績でその能力を示す場合には、組織としての実績について下記の事項に関する

資料を添付すること。 
(1) 作業名称ないしは発表件名（固有名称を除く。） 
(2) 発注者の区分（国／地方公共団体／民間会社）又は発表先（学会、機関紙等の名

称） 
(3) 実施年度 
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(4) 作業概要（公開できる範囲に限る。） 
 

5. 本業務を担当する技術者が岩盤の不均質性が評価可能なサイズの岩盤ブロック試料で

力学特性及び水理特性の多軸連成試験が可能な試験機の設計・製作・運用を行う能力

を有していることを関連する実務経験で示すとともに、上記の 4. で示した実施体制

での役割を示すこと。 
なお、担当する技術者の実名は記載せず、記号で示すこと。 
 

6. 本業務を実施するに当たっての品質を確保できるシステムを有していること。（例え

ば、受注者が ISO 9001（JIS Q 9001）の認証を取得している場合、その認証書の写し

を提示することによって証明することができる。） 
 
 
 本件の入札に参加しようとするものは、上記の 1. から 6. までの条件を満たすことを

証明するために、様式１及び様式２の適合証明書等を、原子力規制庁放射線・廃棄物研究

部門が行う適合審査に合格する必要がある。 
なお、適合証明書等（添付資料を含む。）を書面で提出する場合は、正１部を提出する

こと。電子調達システムで参加する場合は、入札説明書に記載の期限までに同システム上

で適合証明書を提出すること。 
また、適合証明書を作成するに際して質問等を行う必要がある場合には、令和５年１１

月２１日（火）１２時までに電子メール又は文書で、下記の原子力規制庁長官官房技術基

盤グループ放射線・廃棄物研究部門に提出すること。 
 

適合証明書等提出先： 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房技術基盤グループ技術基盤課契約係 

〒106-8450 東京都港区六本木一丁目９番９号 六本木ファーストビル１６階 

ＴＥＬ：０３―５１１４―２２２２ 

 

質問提出先： 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房技術基盤グループ 
放射線・廃棄物研究部門 

〒106-8450 東京都港区六本木一丁目９番９号 六本木ファーストビル１６階 

担 当：市耒 高彦（nra_houhai_shobun@nra.go.jp） 

ＴＥＬ：０３―５１１４―２２２５ 
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（様式１） 

 
令和  年  月  日 

 
 
支出負担行為担当官 
原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 殿 

 
 

所 在 地 
 
商 号 又 は 名 称 
 
代表者役職・氏名 

 
 
「令和５年度廃棄物埋設坑道の掘削影響領域を評価するための力学水理連成試験機

の改良等」の入札に関し、応札者の条件を満たしていることを証明するため、適合証明書を

提出します。 
 なお、落札した場合は、仕様書に従い、万全を期して業務を行いますが、万一不測の事態

が生じた場合は、原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官の指示の下、全社を挙げて

直ちに対応します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

担当者等連絡先 
  部 署 名： 
 責任者名： 
担当者名： 

  Ｔ Ｅ Ｌ： 
  E - m a i l： 
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（様式２） 
 

適合証明書 
件名：令和５年度廃棄物埋設坑道の掘削影響領域を評価するための力学水理連

成試験機の改良等 
 
商号又は名称： 

条  件 回 答 
(○or×) 

資料 
No. 

１． 令和０４・０５・０６年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の
提供等」において「A」、「B」又は「C」の等級に格付けされている者である
こと。 

 

  

２． 原子力規制委員会情報セキュリティポリシーに準拠した情報セキュリティ
対策の履行が確保されていること。 

 

  

３． 以下に示す利益相反の立場への該当の有無を示すこと。該当する場合は、以
下の者であることを示すとともに、透明性の確保に関する書類を提出する
こと。 
なお、大学が受注を希望する場合、本業務を実施する研究室等が以下の者と
利益相反に陥らないことを示す書類を提出すること。 
(1) 原子炉等規制法の規制対象となる者（原子炉設置者、原子力に係る加工、

貯蔵、再処理及び廃棄の事業者並びに保安規定を定める核燃料物質使用
者）（ただし、原子力規制委員会が一部共管する独立行政法人が受注者と
なり、共管範囲の業務を行う場合は除く。） 

(2) 原子炉等規制法の許認可対象となる設備の開発、設計及び製造に関わる
事業者 

(3) 上記(1)及び(2)の者の子会社（親会社の出資比率が５０％を超える被支配
会社）又は団体（運営費の過半を得ている団体又は構成員の過半数が上
記(1)及び(2)の者である団体） 

(4) 本業務と同時期に同一内容の業務を上記(1)から(3)の者から受注した者
（ただし、原子力規制委員会が一部共管する独立行政法人が受注者とな
り、共管範囲の業務を行う場合において、当該業務を行う部門と別の部
門が同一内容の業務を上記(1)から(3)の者から受注する場合は除く。） 
ここで、「同一内容の業務」とは、仕様書の実施内容と同様の業務をいう。 

 

  

４． 受注者は、岩盤の不均質性が評価可能なサイズの岩盤ブロック試料で力学
特性及び水理特性の多軸連成試験が可能な試験機の設計・製作・運用を行う
能力があるとともに、本業務を実施するに当たっての実施体制が確保でき
ること。（本業務の実施体制を添付すること） 
なお、実績でその能力を示す場合には、組織としての実績について下記の事
項に関する資料を添付すること。 
(1) 作業名称ないしは発表件名（固有名称を除く。） 
(2) 発注者の区分（国／地方公共団体／民間会社）又は発表先（学会、機関

紙等の名称） 
(3) 実施年度 
(4) 作業概要（公開できる範囲に限る。） 

 

  

５． 本業務を担当する技術者が岩盤の不均質性が評価可能なサイズの岩盤ブ
ロック試料で力学特性及び水理特性の多軸連成試験が可能な試験機の設
計・製作・運用を行う能力を有していることを関連する実務経験で示すとと
もに、上記の４．で示した実施体制での役割を示すこと。 
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なお、担当する技術者の実名は記載せず、記号で示すこと。 
 

６． 本業務を実施するに当たっての品質を確保できるシステムを有しているこ
と。（例えば、受注者が ISO 9001（JIS Q 9001）の認証を取得している場合、
その認証書の写しを提示することによって証明することができる。） 

 

  

 
適合証明書に対する照会先 
所在地    ：（郵便番号も記載のこと） 
商号又は名称及び所属： 
担当者名   ： 
電話番号   ： 
E-Mail    ：  

- 43 -



 

6 
 

記載上の注意 

 

 

１．適合証明書の様式で要求している事項については、指定された箇所に記載す

ること。なお、回答欄には、条件を全て満たす場合は「○」、満たさない場合

は「×」を記載すること。 

 

２．内容を確認できる書類等を要求している場合は必ず添付した上で提出する

こと。なお、応札者が必要であると判断する場合については他の資料を添付す

ることができる。 

 

３．適合証明書の説明として別添資料を用いる場合は、当該項目の「資料 No.」

欄に資料番号を記載すること。 

その場合、提出する別添資料の該当部分をマーカー、丸囲み等により分かり

やすくすること。 

 

４．資料は、日本語（日本語以外の資料については日本語訳を添付）、Ａ４判（縦

置き、横書き）で提出するものとし、様式はここに定めるもの以外については

任意とする。 

 

５．適合証明書は、下図のようにまとめ提出すること。 

 

 

①項目ごとにインデックス等を付ける。 

②紙ファイル、クリップ等により、順序

よくまとめ綴じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 
 1 

 
別

添

資

料 

 
適合証明書 
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（契約の目的）

第１条　乙は、別添の仕様書に基づき業務を行うものとする。

（契約金額）

第２条　金　　　　　　　　円

（契約期間）

第３条　契約締結日から令和６年３月２９日までとする。

（契約保証金）

第４条　甲は、この契約の保証金を免除するものとする。

（一括委任又は一括下請負の禁止等）

（監　督）

（完了の通知）

第７条　乙は、役務全部が完了したときは、その旨を直ちに甲に通知しなければならない。

（検査の時期）

（天災その他不可抗力による損害）

　支出負担行為担当官原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官　名（以下「甲」という。）
と、　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）とは、「令和５年度廃棄物埋設坑
道の掘削影響領域を評価するための力学水理連成試験機の改良等」について、次の条項（特記事項
を含む。）により契約を締結する。

契　約　書 

（案） 

第５条　乙は、役務等の全部若しくは大部分を一括して第三者に委任し、又は請負わせてはならな
  い。ただし、甲の承諾を得た場合は、この限りでない。

２　前項の消費税額及び地方消費税額は、消費税法第２８条第１項及び第２９条並びに地方税法第
  ７２条の８２及び第７２条の８３の規定に基づき算出した額である。

　（うち消費税額及び地方消費税額　　　　　円）とする。

２　乙は、前項ただし書きに基づき第三者に委任し、又は請負わせる場合には、委任又は請負わせ
  た業務に伴う当該第三者（以下「下請負人」という。）の行為について、甲に対しすべての責任
  を負うものとする。本項に基づく乙の責任は本契約終了後も有効に存続する。

３　乙は、第１項ただし書きに基づき第三者に委任し、又は請負わせる場合には、乙がこの契約を
  遵守するために必要な事項について、下請負人と書面で約定しなければならない。また、乙は、
  甲から当該書面の写しの提出を求められたときは、遅滞なく、これを甲に提出しなければならな
  い。

２  甲は、いつでも乙に対し契約上の義務の履行に関し報告を求めることができ、また必要がある
  場合には、乙の事業所において契約上の義務の履行状況を調査することができる。

第８条　甲は、前条の通知を受けた日から１０日以内にその役務行為の成果について検査をし、合
  格したうえで引渡し又は給付を受けるものとする。

第９条　前条の引渡し又は給付前に、天災その他不可抗力により損害が生じたときは、乙の負担と
  する。

第６条　乙は、甲が定める監督職員の指示に従うとともに、その職務に協力しなければならない。
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（対価の支払）

（遅延利息）

（違約金）

（契約の解除等）

（契約不適合責任）

３　乙が第１項の期間内に履行の追完をしないときは、甲は、乙の負担において第三者に履行の追
  完をさせ、又は契約不適合の程度に応じて乙に対する対価の減額を請求することができる。ただ
  し、履行の追完が不能であるとき、乙が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき、本契
  約の履行期限内に履行の追完がなされず本契約の目的を達することができないとき、そのほか甲
  が第１項の催告をしても履行の追完を受ける見込みがないことが明らかであるときは、甲は、乙
  に対し、第１項の催告をすることなく、乙の負担において直ちに第三者に履行の追完をさせ、又
  は対価の減額を請求することができる。

（１）乙が天災その他不可抗力の原因によらないで、完了期限までに本契約の契約仕様書に基づき
    納品される納入物（以下「納入物」という。）の引渡しを終わらないとき　延引日数１日につ
    き契約金額の１，０００分の１に相当する額

（２）乙が天災その他不可抗力の原因によらないで、完了期限までに納入物の引渡しが終わる見込
    みがないと甲が認めたとき　契約金額の１００分の１０に相当する額

第１１条　甲が前条の約定期間内に対価を支払わない場合には、遅延利息として約定期間満了の日
  の翌日から支払をする日までの日数に応じ、当該未払金額に対し財務大臣が決定する率を乗じて
  計算した金額を支払うものとする。

２　甲は、前項の規定により本契約を解除した場合において、契約金額の全部又は一部を乙に支払
  っているときは、その全部又は一部を期限を定めて返還させることができる。

第１２条　乙が次の各号のいずれかに該当するときは、甲は、違約金として次の各号に定める額を
  徴収することができる。

第１０条　甲は、業務完了後、乙から適法な支払請求書を受理した日から３０日（以下「約定期間」
  という。）以内に対価を支払わなければならない。

（３）乙が正当な事由なく解約を申出たとき　契約金額の１００分の１０に相当する額

（４）甲が本契約締結後に保全を要するとして指定した情報（以下「保全情報」という。）が乙の
    責に帰すべき事由により甲又は乙以外の者（乙の親会社、地域統括会社等を含む。以下同じ。
    ただし、第１６条第１項の規定により甲が個別に許可した者を除く。）に漏洩したとき  契約
    金額の１００分の１０に相当する額

（５）本契約の履行に関し、乙又はその使用人等に不正の行為があったとき　契約金額の１００分
    の１０に相当する額

（６）前各号に定めるもののほか、乙が本契約の規定に違反したとき　契約金額の１００分の１０
    に相当する額

第１３条　甲は、乙が前条第１項各号のいずれかに該当するときは、催告を要さず本契約を直ちに
  解除することができる。この場合、甲は乙に対して契約金額その他これまでに履行された請負業
  務の対価及び費用を支払う義務を負わない。

第１４条　甲は、役務行為が完了した後でも役務行為の成果が種類、品質又は数量に関して本契約
  の内容に適合しない（以下、「契約不適合」という。）ときは、乙に対して相当の期間を定めて
  催告し、その契約不適合の修補、代替物の引渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完をさせる
  ことができる。

２　前項の規定により種類又は品質に関する契約不適合に関し履行の追完を請求するにはその契約
  不適合の事実を知った時から１年以内に乙に通知することを要する。ただし、乙が、役務行為の
  成果を甲に引き渡した時において、その契約不適合を知り、又は重大な過失によって知らなかっ
  たときは、この限りでない。

２　乙が前項の違約金を甲の指定する期間内に支払わないときは、乙は、当該期間を経過した日か
  ら支払いをする日までの日数に応じ、年３パーセントの割合で計算した額の遅延利息を甲に支払
  わなければならない。
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（損害賠償）

（保全情報の取扱い）

（秘密の保持）

（権利義務の譲渡等）

（著作権等の帰属・使用）

２　甲は、前項によって種類又は品質に関する契約不適合を理由とする損害の賠償を請求する場合、
  その契約不適合を知った時から１年以内に乙に通知することを要するものとする。

２　乙が本契約により行うこととされたすべての給付を完了する前に、前項ただし書に基づいて債
  権の譲渡を行い、甲に対して民法（明治２９年法律第８９号）第４６７条又は動産及び債権の譲
  渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律（平成１０年法律第１０４号。以下「債権譲渡
  特例法」という。）第４条第２項に規定する通知又は承諾の依頼を行った場合、甲は次の各号に
  掲げる事項を主張する権利を保留し又は次の各号に掲げる異議を留めるものとする。また、乙か
  ら債権を譲り受けた者（以下「譲受人」という。）が甲に対して債権譲渡特例法第４条第２項に
  規定する通知若しくは民法第４６７条又は債権譲渡特例法第４条第２項に規定する承諾の依頼を
  行った場合についても同様とする。

（１）甲は、承諾の時において本契約上乙に対して有する一切の抗弁について保留すること。

（２）譲受人は、譲渡対象債権を前項ただし書に掲げる者以外への譲渡又はこれへの質権の設定そ
    の他債権の帰属並びに行使を害すべきことを行わないこと。

第１７条　前条に定めるほか、乙は、本契約による作業の一切について秘密の保持に留意し、漏え
  い防止の責任を負うものとする。

第１５条　甲は、契約不適合の履行の追完、対価の減額、違約金の徴収、契約の解除をしても、な
  お損害賠償の請求をすることができる。

第１６条　乙は、保全情報を乙以外の者に提供してはならない。ただし、甲が個別に許可した場合
  はこの限りでない。

２　乙は、契約履行完了の際、保全情報を甲が指示する方法により、返却又は削除しなくてはなら
  ない。

３　乙は、保全情報が乙以外の者（ただし、第１項の規定により甲が個別に許可した者を除く。）
　に漏洩した疑いが生じた場合には、契約履行中であるか、契約履行後であるかを問わず、甲に連
  絡するものとする。また、甲が指定した情報の漏洩に関する甲の調査に対して、契約履行中であ
  るか、契約履行後であるかを問わず、協力するものとする。

第１８条　乙は、本契約によって生じる権利の全部又は一部を甲の承諾を得ずに、第三者に譲渡し、
  又は承継させてはならない。ただし、信用保証協会、資産の流動化に関する法律（平成１０年法
  律第１０５号）第２条第３項に規定する特定目的会社又は中小企業信用保険法施行令（昭和２５
  年政令第３５０号）第１条の３に規定する金融機関に対して債権を譲渡する場合にあっては、こ
  の限りでない。

２　乙は、本契約終了後においても前項の責任を負うものとする。

（３）甲は、乙による債権譲渡後も、乙との協議のみにより、納地の変更、契約金額の変更その他
    契約内容の変更を行うことがあり、この場合、譲受人は異議を申し立てないものとし、当該契
    約の変更により、譲渡対象債権の内容に影響が及ぶ場合の対応については、もっぱら乙と譲受
    人の間の協議により決定されなければならないこと。

３　第１項ただし書に基づいて乙が第三者に債権の譲渡を行った場合においては、甲が行う弁済の
  効力は、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第４２条の２の規定に基づき、甲が
  同令第１条第３号に規定するセンター支出官に対して支出の決定の通知を行ったときに生ずるも
  のとする。

２　乙は、納入物に関して著作者人格権を行使しないことに同意する。また、乙は、当該著作物の
  著作者が乙以外の者であるときは、当該著作者が著作者人格権を行使しないように必要な措置を
  とるものとする。

第１９条　乙は、納入物に係る著作権（著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２７条及び第２８
  条の権利を含む。乙、乙以外の事業参加者及び第三者の権利の対象となっているものを除く。）
  を甲に無償で引き渡すものとし、その引渡しは、甲が乙から納入物の引渡しを受けたときに行わ
  れたものとみなす。乙は、甲が求める場合には、譲渡証の作成等、譲渡を証する書面の作成に協
  力しなければならない。
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（個人情報の取扱い）

（資料等の管理）

（契約の公表）

（紛争の解決方法）

第２１条　乙は、甲が貸出した資料等については、充分な注意を払い、紛失又は滅失しないよう万
  全の措置をとらなければならない。

（２）甲から預託を受けた個人情報について、この契約の目的の範囲を超えて使用し、複製し、又
    は改変すること。

３　乙は、甲から預託を受けた個人情報の漏えい、滅失、き損の防止その他の個人情報の適切な管
  理のために必要な措置を講じなければならない。

４　甲は、必要があると認めるときは、所属の職員に、乙の事務所、事業場等において、甲が預託
  した個人情報の管理が適切に行われているか等について調査をさせ、乙に対し必要な指示をさせ
  ることができる。

５　乙は、甲から預託を受けた個人情報を、本契約終了後、又は解除後速やかに甲に返還するもの
  とする。ただし、甲が別に指示したときは、その指示によるものとする。

６　乙は、甲から預託を受けた個人情報について漏えい、滅失、き損、その他本条に係る違反等が
  発生したときは、甲に速やかに報告し、その指示に従わなければならない。

７　第１項及び第２項の規定については、本契約終了後、又は解除した後であっても、なおその効
  力を有するものとする。

（１）甲から預託を受けた個人情報を第三者（第５条第２項に定める下請負人を含む。）に預託若
    しくは提供し、又はその内容を知らせること。

第２０条　乙は、甲から預託を受けた個人情報（生存する個人に関する情報であって、当該情報に
  含まれる氏名、生年月日その他の記述又は個人別に付された番号、記号その他の符号により当該
  個人を識別できるもの（当該情報のみでは識別できないが、他の情報と容易に照合することがで
  き、それにより当該個人を識別できるものを含む。）をいう。以下同じ。）については、善良な
  る管理者の注意をもって取り扱う義務を負うものとする。

第２２条　乙は、本契約の名称、契約金額並びに乙の商号又は名称及び住所等が公表されることに
  同意するものとする。

第２３条　本契約の目的の一部、納期その他一切の事項については、甲と乙との協議により、何時
  でも変更することができるものとする。

２　前項のほか、本契約条項について疑義があるとき又は本契約条項に定めてない事項については、
  甲と乙との協議により決定するものとする。

３　乙は、特許権その他第三者の権利の対象になっているものを使用するときは、その使用に関す
  る一切の責任を負わなければならない。

２　乙は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。ただし、事前に甲の承認を得た場合は、この
  限りでない。
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特記事項

【特記事項１】

（談合等の不正行為による契約の解除）

第１条　甲は、次の各号のいずれかに該当したときは、契約を解除することができる。

イ　独占禁止法第４９条に規定する排除措置命令が確定したとき

ロ　独占禁止法第６２条第１項に規定する課徴金納付命令が確定したとき

（談合等の不正行為に係る通知文書の写しの提出）

（１）独占禁止法第６１条第１項の排除措置命令書

（２）独占禁止法第６２条第１項の課徴金納付命令書

（談合等の不正行為による損害の賠償）

２　前項の規定は、本契約による履行が完了した後も適用するものとする。

【特記事項２】

（暴力団関与の属性要件に基づく契約解除）

第４条　甲は、乙が次の各号の一に該当すると認められるときは、何らの催告を要せず、本契約を
  解除することができる。

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に
    関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であ
    るとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しく
    は営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、
    その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号
    に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき

第３条　乙が、本契約に関し、第１条の各号のいずれかに該当したときは、甲が本契約を解除する
  か否かにかかわらず、かつ、甲が損害の発生及び損害額を立証することを要することなく、乙は、
  契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額）の１００分の
  １０に相当する金額（その金額に１００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）
  を違約金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。

（１）本契約に関し、乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５
    ４号。以下「独占禁止法」という。）第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為を行った
    ことにより、次のイからハまでのいずれかに該当することとなったとき

ハ　独占禁止法第７条の４第７項又は第７条の７第３項の課徴金納付命令を命じない旨の通知
   があったとき

５　乙が、第１項の違約金及び前項の損害賠償金を甲が指定する期間内に支払わないときは、乙は、
  当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年３パーセントの割合で計算した金
  額の遅延利息を甲に支払わなければならない。

４　第１項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する損害賠償金の金額を超える場合に
  おいて、甲がその超える分について乙に対し損害賠償金を請求することを妨げるものではない。

（２）本契約に関し、乙の独占禁止法第８９条第１項又は第９５条第１項第１号に規定する刑が確
    定したとき

（３）本契約に関し、乙（法人の場合にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治４
    ０年法律第４５号）第９６条の６又は第１９８条に規定する刑が確定したとき

３　第１項に規定する場合において、乙が事業者団体であり、既に解散しているときは、甲は、乙
  の代表者であった者又は構成員であった者に違約金の支払を請求することができる。この場合に
  おいて、乙の代表者であった者及び構成員であった者は、連帯して支払わなければならない。

第２条　乙は、前条第１号イからハまでのいずれかに該当することとなったときは、速やかに、次
  の各号の文書のいずれかの写しを甲に提出しなければならない。

（３）独占禁止法第７条の４第７項又は第７条の７第３項の課徴金納付命令を命じない旨の通知文
    書
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（下請負契約等に関する契約解除）

（損害賠償）

４　前項の規定は、本契約による履行が完了した後も適用するものとする。

（不当介入に関する通報・報告）

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係
    を有しているとき

２　甲は、乙が下請負人等が解除対象者であることを知りながら契約し、若しくは下請負人等の契
  約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反して当該下請負人等との契約を解
  除せず、若しくは下請負人等に対し契約を解除させるための措置を講じないときは、本契約を解
  除することができる。

第５条　乙は、本契約に関する下請負人等（下請負人（下請が数次にわたるときは、すべての下請
  負人を含む。）及び再委任者（再委任以降のすべての受任者を含む。）並びに自己、下請負人又
  は再委任者が当該契約に関連して第三者と何らかの個別契約を締結する場合の当該第三者をいう。
  以下同じ。）が解除対象者（前条に規定する要件に該当する者をいう。以下同じ。）であること
  が判明したときは、直ちに当該下請負人等との契約を解除し、又は下請負人等に対し解除対象者
  との契約を解除させるようにしなければならない。

第６条　甲は、第４条又は前条第２項の規定により本契約を解除した場合は、これにより乙に生じ
  た損害について、何ら賠償ないし補償することは要しない。

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目
    的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的
    あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

第７条　乙は、本契約に関して、自ら又は下請負人等が、暴力団、暴力団員、暴力団関係者等の反
  社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）を受けた場合
  は、これを拒否し、又は下請負人等をして、これを拒否させるとともに、速やかに不当介入の事
  実を甲に報告するとともに警察への通報及び捜査上必要な協力を行うものとする。

７　乙が、第３項の違約金及び前項の損害賠償金を甲が指定する期間内に支払わないときは、乙は、
  当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年３パーセントの割合で計算した金
  額の遅延利息を甲に支払わなければならない。

２　乙は、甲が第４条又は前条第２項の規定により本契約を解除した場合において、甲に損害が生
  じたときは、その損害を賠償するものとする。

３　乙が、本契約に関し、前項の規定に該当したときは、甲が本契約を解除するか否かにかかわら
  ず、かつ、甲が損害の発生及び損害額を立証することを要することなく、乙は、契約金額（本契
  約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額）の１００分の１０に相当する
  金額（その金額に１００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）を違約金とし
  て甲の指定する期間内に支払わなければならない。

５　第２項に規定する場合において、乙が事業者団体であり、既に解散しているときは、甲は、乙
  の代表者であった者又は構成員であった者に違約金の支払を請求することができる。この場合に
  おいて、乙の代表者であった者及び構成員であった者は、連帯して支払わなければならない。

６　第３項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する損害賠償金の金額を超える場合に
  おいて、甲がその超える分について乙に対し損害賠償金を請求することを妨げるものではない。
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　本契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上各１通を保有する。

    　　年　　月　　日　　

   甲　　東京都港区六本木一丁目９番９号

         支出負担行為担当官

        原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官　名

   乙　 
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※　以下、仕様書を添付

- 52 -


